
会派会長：山本 雅宏 ㊞                        報告者：簗瀬 太  
政務調査視察 報告書 

 

視 察 日 平成２１年１０月１４日（水） 

視 察 内 容 新潟市 雨水対策について 

視  察  者 山崎泰信､園山康男､吉口二郎､簗瀬 太 

 

《調査項目》雨水対策について 
説明者：新潟市下水道部下水道計画課 主幹 武石和彦、技師 樋口陽平 

 

○雨水対策の概要について 
もともと新潟市は低地部が多く、汚水ポンプ場が

１７ヶ所、雨水ポンプ場が３２ヶ所あり、河川等へ

排水している。 
しかし、ここ３０年の傾向では、50mm/h 以上の

降雨が増えてきており、今後は下水道に流入する雨

水を減らしていく必要があるとのこと。 
 
浸水対策として万代地区、木戸地区には道路下に

内径５ｍ等の貯留管を設置し、一時的に雨水を地下

に貯留する計画をしている。 
また、浸水地区の学校５６校に貯留浸透施設を設

置。今後は全市の学校へ設置をしていく予定。 

 

○一般市民向けの浸水対策の施策について 

・宅地内の雨水浸透マス・貯留タンク設置助成制度 

Ｈ１２年度より実施  
昨年までに、浸透マス５２２４７基 
      貯留タンク２１５７基設置 
排水設備業者を窓口にしたため、一気に設置が増えた。 
営業方法に問題がある場合もあり課題となっている。 

・防水板設置工事助成制度 

Ｈ２０年度より実施、昨年は６件、今年はまだ０件。 
防水板が１００万前後と高価なこともあり、まだ少ない。 

・住宅かさ上げ助成制度 

Ｈ２１年度より実施、今のところ１件実施。 
制度概要は以下（次頁）のとおり。 

 



 

《調査項目》雨水対策について ２ページ目 

 

 

○住宅かさ上げ助成制度の概要について 

目的 

本制度は，昨今の異常気象に起因する局所的な集中豪雨や窪地などの地形的な要因により

発生する浸水被害から市民皆様の貴重な財産を守るため，住宅のかさ上げに対して助成金

の交付を行い，さらに安全・安心なくらしの確保を目指す。 

助成対象住宅 

対象者：新潟市内に住宅を所有する方  
対象住宅：平成１０年８月４日及びそれ以降に床上浸水被害が発生した区域に存する住宅。 

助成対象工事 

平成２１年４月１日以降の工事を対象とするが、かさ上げ前の住宅高さの確認が必要。 
また、既に工事を実施済み、実施中のものは対象外。 
 
○揚家（既存住宅の土台上げ）：従前より１５ｃｍ以上 
○改築時の床上げ：基礎高６０ｃｍ以上（建築基準法が４５ｃｍなので） 
○改築時の盛土：従前の地盤より３０ｃｍ以上のかさ上げ 
○新築は除く。（建て替えは可） 
○建築物が建築基準法に基づく高さ及び斜線制限を越えないものとする。 

助成率等 

助成率１／２，上限額１００万円（標準工事単価×建築面積×１／２＝助成額） 
ただし，支払額が標準単価より安価になる場合は，その支払額の１／２ 
 

工法 揚家 改築嵩上げ 盛土 

50cm 未満 ~75cm 未満 75cm 以上 
標
準
単
価 

㎡当たり

単価 
65300 円 

5100 円 8100 円 13500 円 

2200 円 

 
 

 
 

《今後の課題と岡崎市への反映について》 
新潟市は、平成 10 年 8 月 4 日や平成 19 年 8 月 28 日の集中豪雨をはじめ、局地的な集中豪雨による浸水

被害が頻発しているため、住民の浸水被害に対する要望は強く、積極的な雨水対策の整備が進められてい

る。貯留管や貯留浸透施設の設置や一般住宅向けの各種助成制度など、本市としても参考にしていきたい

と思う。 
 
 
 



会派会長：山本 雅宏 ㊞                        報告者：簗瀬 太  
政務調査視察 報告書 

視 察 日 平成２１年１０月１５日（木） 

視 察 内 容 長岡市 災害対策について 

視  察  者 山崎泰信､園山康男､吉口二郎､簗瀬 太 

《調査項目》災害対策について 
 

○日本一災害に強い都市を目指して 
長岡市は新潟県のほぼ中央に位置し、古くは長岡藩城下町として栄えたところである。 

現在は、平成１７年に５町村が編入、平成１８年に４市町村が編入し、新長岡市として

人口２８万４千人、面積８４１Ｋ㎡の中越地域の中核的な都市として栄えている。 
また長岡市は、平成 16 年 10 月 23 日の中越大震災では大変な被害を受け、それを教訓

に日本一災害に強い都市を目指し様々な取り組みを行い、平成 19 年 7 月 16 日に再び襲っ

た中越沖地震では、震源地の違いはあるが被害が最小限に食い止められたとのことであ

る。 
 

○二つの地震の被害状況の比較 

中越大震災 H16.10.23 中越沖地震 H19.7.16 
地震とその規模 

震度７  Ｍ６．８ 震度６強 Ｍ６．８ 

区 分 新潟県 長岡市 新潟県 長岡市 

死 者 ６８人 ２２人 １５人 ０人

負 傷 者 4,795 人 2,376 人 2,315 人 243 人

全壊（住宅） 3,175 棟 1,591 棟 1,319 棟 10 棟

大規模半壊 2,166 棟 1,310 棟 857 棟 27 棟

半 壊 11,642 棟 6,709 棟 4,764 棟 424 棟

一部損壊 103,854 棟 58,517 棟 34,714 棟 5,584 棟

建物火災 9 件 6 件 1 件 0 件

 

○中越大震災の課題 

・本庁舎が一時使用できなかった（耐震対策、災害予防対策が不十分） 

・災害時要援護者への対応 

・市民への災害伝達手段がなかった 

・避難所運営（住民・施設管理者との連携不十分、備蓄物資が不十分） 

・第二の災害となった救援物資（物資の仕分け、配送体制） 

 



 

《調査項目》災害対策について ２ページ目 

○防災体制強化の指針の主な取組み 

１地域防災計画の見直し 

・災害予防と減債対策を重視（我が家が避難所、だから強く安全に） 
・応急対策と非難環境の整備（重要なトイレ対策） 
・救援物資による第二災害（個人からの救援物資は受け取らない） 
・民間流通在庫の活用（民間企業と協定） 

２各種災害対応マニュアルの作成 

・本庁と支所が一体となった災害対応 
・避難所開設マニュアル 
・物資調達・救援物資対応マニュアル 
・職員に対する携帯一斉メールシステムの整備 
・小中学校の防災教材の作成 

３市民向け防災パンフレットの作成 

・市民防災のしおり 
・自治防災会の育成、強化 
・各種ハザードマップ（ハザードマップを活用した訓練） 
４災害情報伝達体制の整備 

５避難環境の整備 

・非常用備品の配備 
・小中学校の耐震化 
・小中学校の飲料水確保、バリアフリー化等、災害対応機能強化 
（災害を想定して設計された先進的な校舎） 

６中越市民防災安全大学の開講 

・中越市民防災安全士の認定 
・市民安全ネットワークの形成 
・中越市民防災安全士会の設立 

 

 

 
 
 

《今後の課題と岡崎市への反映について》 
長岡市は、中越大震災の経験をもとに、行政と市民、事業者が一体となって防災対策に取り組み、大きな

成果を上げており、「日本一災害に強い都市を目指して」というのもうなずけるところである。 
本市においても東海、東南海沖地震など大震災が想定されており、長岡市の防災体制強化指針の取組みを

参考に、行政、市民、事業者など一体となった防災体制の強化を進めなければならないことを改めて感じ

たところである。 
 
 



                       報告者：簗瀬 太  
政務調査視察 報告書 

 

視 察 日 平成２１年１０月１６日（金）  

視 察 内 容 長野市 議会基本条例について 

視  察  者 山崎泰信､園山康男､吉口二郎､簗瀬 太 

 

《調査項目》議会基本条例について 
説明者：長野市議会事務局 総務課 課長 寺沢正人、議事調査課 課長 増田 浩 
 

○議会基本条例制定への経緯について 
昨年９月に議員の政治倫理の向上と確立のため議会基

本条例検討特別委員会を設置し、議員の倫理規定を含む

議会基本条例について１１人の委員で検討を行うことと

なった。 
その後、議員政治倫理条例を議会基本条例を別に定め

ることとなり、先に議員政治倫理条例を検討することと

なった。本年６月定例会にて委員会提案として上程し賛

成多数で可決となった。 
議会基本条例の検討は本年４月から行い、８月のパブ

コメを経て９月定例会にて委員会提案として上程し賛成

多数で可決となった。 

 

○議会基本条例の内容について 
議会基本条例の内容は本市と同様で基本的には理念条

例として、現在の議会運営等を条文化したものとのこと

である。 
なお、今回本市議会基本条例で検討し、実施すること

になった一問一答については、昨年９月よりすでに実施

しているとのことであり、議会基本条例の設置に伴う他

の条例規則の改定などはなかったとのことである。 
 
本市には無い長野市独自の内容は以下のとおり。 
・地域において委員会を開催することができる。 
・会派を越えた議員で構成する検討会を設置すること

ができる。 
 
上記については、すでに実施事例があるので条文に盛り込んだとのことである。 
 
なお、長野市議会基本条例の概要については、以下（次頁）に示すとおりである。 

 



 

 

《岡崎市への反映について》 
長野市の議会基本条例は、表現の違いはあれども概ね本市の議会基本条例と同様の考え方で策定さ

れていると感じた。 
また、地域で開催の出張委員会や委員会よりは自由度の高い検討会など長野市独自の取り組みにつ

いて、本市も参考にしていきたい。 
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